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－内生的成長モデルを用いた分析－
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紅

近年，人々の生活水準が飛躍的に改善されているが，再生不可能資源の枯渇，地球温暖化，環境汚

染など様々な環境問題が深刻化している。したがって，持続的経済成長を議論する際に，環境問題を

考慮することが必要不可欠である。経済成長における環境に関わる問題は2つあり， 1つは再生不可

能資源の枯渇であり，もう 1つは環境汚染である。

枯渇性資源の最適な利用についての研究が古くから行なわれてきた。 1931年のホテリングの論文に

おいて，最適な利用条件として，利子率が枯渇性資源の価格の上昇率に等しくなるという，ホテリン

グの原理が提示された。その後， Scholzand Ziemes (1999), Groth and Schou (2002）は内生的成

長モデルを用いて，市場の失敗と枯渇性資源採掘の相互関係に焦点、を当てて，分析を行なった。

また，枯渇性資源は経済成長のエネルギーになるのみならず，汚染の排出源として生産あるいは個

人の厚生に影響を与える。したがって，環境汚染の問題と枯渇性資源の問題は相互的に密接に関連し

ており，環境と経済成長に関する理論モデルに，環境制御と資源管理の両面を導入する形で展開され

るべきである。 Schou(2002), Grimaud and Rouge (2005）では， R&D活動を含む内生的成長モデ

ルに，枯渇性資源を生産要素として導入し，同時にその利用に付随して生じる汚染が家計厚生に対し

て負の影響を与えると定式化された。

最後に，本論文の議論と最も密接に関連しているSchou(2000）のモデルを紹介する。彼が構築した
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人的資本と枯渇性資源を含む内生的成長モデルでは，資源使用により生じる汚染は生産にマイナスの

効果を及ぼす（構造的にはStiglitz(197 4）とLucas(1988）を統合したものであると考えられる。）。

この論文では，環境保全投資の効果が完全に無視されている。しかしながらSmuldersand Gradus 

(1996）では，環境改善のためには排出削減技術の導入などの投資が必要であり，その結果，外部性

を通じて生産性の向上につながると指摘された。したがって，本論文は，環境保全投資，枯渇性資源

使用，環境汚染と経済成長の相互関係について検討してみたい。

分析に当たって， Schou(2000）にならい，資本ストック，人的資本と枯渇性資源を含む内生的成長

モデ、ルを構築し，汚染の外部性を導入する。ただし，汚染フローは生産における枯渇性資源使用量に

依存するのみならず，環境保全活動への投資額の増大により減少する。さらに，汚染の外部性は生産

活動ではなく，代表的な家計の厚生にマイナスの効果を与えると定式化する。そのような拡張したメ

カニズムのもとで，定常状態における成長率の特性を検討し，社会的計画者による経済と市場経済と

の比較を行い，政策的含意を提示する。以下，モデルが第2節で紹介される。第3節では社会的計画者

の経済における定常状態の成長率を求め，持続成長経路の特性を検討し，政策的合意を提示する。第

4節では，環境保全活動の外部効果が無視される場合の市場経済における分析を行い，同様に定常状

態での各変数の成長率を求め，第3節で得られた結果と比較・検討する。さらに，市場の失敗を是正

するために，政府が行うべき環境政策について分析する。そして，第5節では，モデ、ノレの拡張可能性

を言及し，本論文のまとめを行うことにする。第6節の補論では，モデルの成長率の詳細な導出過程

が示される。

2 モデル

本論文では，市場経済と社会的計画者のもとでの経済をそれぞれ述べることにする。

2つの経済における汚染は最終財生産に用いられる枯渇性資源と環境保全活動に依存し，外部性と

考えられる。経済における同質的な家計は測度1の区間に連続的に分布し， t時点において，家計i

が環境保全活動にDlt）だけの投資を行ない，環境保全活動支出の総量（平均水準でもある）はti(t)

= l1D;(t)diで示されるりo以上をまとめて，汚染の外部性を考え，以下のように特定化する。

( R(t）γ 
P(t)=( - ) , o>O (1) 
¥l+D(t)J 

ただし， Pは汚染フローである， δは外部’性のパラメータであり，定数とする。この定式化より，個々

の家計の環境保全活動への投資が汚染を減少させる利益を，当該家計を含めて，社会全体は享受して

いる。したがって，環境保全活動が排除不可能であり，準公共財的な性質を持つ。こうした準公共財

の特質から，市場に任せるとその供給は非効率となる可能性がある。

1) ここでは，各家計が自分以外のすべての家計のDに対する戦略を考慮、しながら，自らのDを決定する状況が考えられ
る。
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2.1 生産活動

生産活動は最終財生産部門，人的資本部門と枯渇性資源部門の3つの部門で行なわれるとする。

生産関数

最終財生産部門で資本ストック，枯渇性資源と人的資本に関する収穫一定性を持つ次のようなコ

プニダグラス型の生産技術を用いて，同質財を生産すると仮定する。

Y(t) = A(t)K(t)a( u(t)h(t)L(t））βR(t)7, A，α，/3, r >O，α＋β十Yニ1 (2) 

ここで， Y(t),K(t), h(t), R(t）はそれぞれ最終財の生産量，資本ストック，一人当たりの人的資

本，枯渇性資源フローである。労働力人口Lは便宜のために固定されており， 1と標準化する。各期

において個人は 1単位の労働時間を所有しており，それを生産活動あるいは教育活動に振り向けるo

u(t）は各個人が生産活動に割り振る時間であり，人的資本の蓄積に費やされる時間は 1-u（けとな

る。また， A，α，/3,rはそれぞれ外生的な技術生産’性，弾力’性を表すパラメータである。

最終財の分配

最終財は消費と資本ストックを増加させるための投資だけではなく，環境保全活動にも配分される。

したがって，資本ストックの蓄積は次のように与えられる。

K(t)= Y(t)-C(t)-D(t), K(O)=Ko (3) 

ただし， C(t）は消費である。ここでは，資本ストックの減耗は無視されている。

人的資本の蓄積

経済のエンジンである人的資本の蓄積を表す関数をLucas(1988）にしたがい，次のように定式化す

る。

h(t)=B(l-u(t))h(t), B>O, h(O)=ho (4) 

ただし， Bは教育部門における生産’性を表すパラメータであるo

枯渇’性資源

資源採掘部門では，初期に一定量の枯渇性資源ストック Soが存在し，各時点、において R(t）が採掘

され，生産に用いられ，残存量は S(t）と仮定するoさらに，枯渇性資源の採掘に伴う不確実性や採掘

コストは発生しないものとする。したがって，資源ストックの変動が次式で表される。

S(t)= -R(t), 1''° R(t)dtζSo, S(O)=So, R(O）ニRo 信）

2.2 選好

代表的な家計の効用は消費と汚染フローの両方に依存する。目的関数を次のように設定する。

(00 (C(t)P(t)-}')1-e-1 人 1 戸 e－ρtdt, 0くεく1，ρ＞O,;iミ0 (6) 

ただし， ρ，εはそれぞれ時間選好率，異時点、聞の代替の弾力性の逆数である。 εが1に近づけると，

この目的関数は100(InC(t)-11聞の）e一切と表わされる。 Aは環境選好を表すパラメータであるO

Bovenberg and Smulder (1995）にしたがい，この定式化のもとでは消費と汚染の限界効用の弾力性

は一定であり，持続的成長経路が最適経路となるような必要条件である。さらに，以下では記号の簡
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略化のために， （t）を省略する。

3 社会的計画者の経済

この節では，社会的計画者の経済での持続的成長経路に関する議論がなされる。持続的成長経路の

存在を前提としたうえで，最適成長率を求め，その経路において成り立つ各経済変数の成長率に関す

る相互関係について見ていくことにする。ここで考えられている持続的成長経路とは， Y,K, Cが

同じプラスの率gで成長するような経済成長の経路のことである九このとき， h,Rも一定率で成長

する（必ずしも同率であるとはかぎらない）。

3.1 最適経路

社会的計画者による経済では，全知全能の社会計画者はすべての外部性を考慮して，生じ得る外部

効果を完全に内部化することを目的にしており，（1)-(5）式の制約のもとで，（6）式によって表される社会

的厚生を最大化しようとする。この動学最適化問題を解くために，経常価値ノ＼ミルトニアンを次のよ

うに設定する。

一 （ cp－λ）l-€_1 
d/- 1－ε 十μ1(Y-C-D)-μ2R+ μ3B(I-u)h (7) 

ただし， μi,μ2, μ3はそれぞれ資本ストック，枯渇性資源と人的資本のシャドー・プライスを表わ

している。

社会的計画者による経済の最適経路では，任意のt時点においてD(t)=D(t）が成立する。したがっ

て，（1）と（2）を（7）式に代入して， 4つのコントロール変数（C,D, R, u）と3つの状態変数（K,S, 

h）に関しては，内点解を得るための一階条件は次のように求められる。

odf -i R \-.1s＜ト€）
=0ニ今C I－一一一l =JJ,1 ac ¥ I+D； 州

(8) 

I D \--18（ト€）
11oc1-€1~1 

odf ，..、＼I+D I 
万万二リニマ 1ょ n =μ1 (9) 

I D ＼ーλ8（ト€）
-ilδc1 €1 ＿＿＿＿＿：！：＿土τI --

odf ,.. ¥I+DJ Y 
百＝O弓 R 十μ1r1r=μ2

す＝O吋皇子＝μ3Bh
odf . 「 A Y aKニ μ1ρμ1＝手 μ1＝ρ－σK 
odf .、山
－~＝µ2－ ρµ2 均五；－＝ ρ

odf . 4立一一 μ1Y7万一二μ3一ρμ3才的－ρ 3五万－B(I-u)
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2）この定義は， Hartwick(1977）などにしたがっている。
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さらに，横断性条件がIimμ1(t)K(t)e－ρt=0, Iimμ2(t)S(t)e-pt =0, Iimμlt)h(t)e-Ptニ Oのように表

わされる。

ここで，（8）式右辺＝（9）式右辺により，次の式を得る。

l+D ---y;ーニM (15) 

(15）式により，（ 1 ＋環境保全支出）・消費の比率は汚染排出の弾力性と効用関数の特定ノfラメータの

積に等しい。すなわち，経済成長率と (1＋環境保全支出）の成長率は一致する。さらに，生産関数

を時間に関して微分し，持続的成長経路の定義を利用すると，以下のような式が得られる。

g-__jj__ー～ lγ
-/3+ I Yh I 7J王子gR (16) 

。。式から，経済成長率gが人的資本成長率 ghと枯渇性資源使用の成長率 gRの線形結合で表現され

ることがわかる。さらに，（15),(16）式を用いると，経済成長率，人的資本成長率と枯渇性資源使用の成

長率はそれぞれ（17），。。， Q的で示される九

g－β（1十Aδ－EAδ）B－（β十y）ρ
－ ε（β＋r) 

g _ ［β十εr+/311δ（1ε）］B－（β＋r）ρ
h一 ε（β十γ）

-－β（1+11δ）（1－ε）B－（β＋r）ρ 
山－ e(/3＋γ） 

、‘E
S

’’
n

，t
 

－E
E
A
 

，，．，‘、

(18) 
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噌
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以下での議論を進めるために，次の仮定を置くことにする。

仮定1最終財生産に占める枯渇性資源使用のシェアは，ーヱー＞11δ という関係を満たす。すなわち，
f3+y 

効用への枯渇性資源使用のプラスの効果が実質的なマイナスの効果を上回ると考えられる。

なお，次式の保証のもとで，プラスの持続的成長率が達成される。以下ではこの場合のみに焦点、を

当てることにする九

β（1 + M-eM)B >(/3+ y)p ）
 

O
H
u
 

n
－’u
 

（
 

さらに，求められる解が内点解であるためには，それがこれまで求めてきた最適化の条件を満たす

とともに，時間が生産活動と教育活動の両方に振り分げられることが必要となる（すなわち， 0くuく

1が要求される）。これは次式で表わされるパラメータの制約のもとで保証される九

0く［β＋εr+/311δ（1－ε）］B－（β＋r）ρくε（β＋γ）B (2U 

(21)式では， 2番目の不等号を成立させるための条件は β（1+11δ）（1－ε）B< (/3十γ）ρである。この条

件を考慮すると，（19）式では，（20）式により分母が正であり，分子が負であるため，持続的経済成長経路

3）仰）～（19）式の導出については，補論を参照せよ。
4) (17）式の分母は正であるため，分子もプラスであれば，経済成長率が正となる。なお，（20）式を成立させるために， 1+;1δ
-EAδが正でなければならない。

5) O<u<lならば，（4）式より， O＜仇＜Bが成立する。さらに，（18）式を計算すると， ω式が得られる。
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において，枯渇性資源使用の成長率gRは，常に負であることが分かる。なお，持続的経済成長経路に

そって，枯渇性資源が必ず使い尽くされるため，次式が得られるO

R。＝－gRSo ）
 
。，b
q
F臼
’’a
・‘、

ただし， Roは初期時点におけるフリーに選択される枯渇性資源の使用量である。この（22）式により，

持続的経済成長経路において，資源採掘率苧ま， －gRとなる。

3.2 比較分析

(17），側および（19）式から明らかになるように，長期的な成長率は，パラメータB，β，yにより規定さ

れた技術的要因とともに， ρ，ε，Aといった選好ノfラメータにも依存している。本節では，特に，生産

に用いられる枯渇性資源のシェア y，人的資本部門における生産性B，限界効用の弾力性ε，環境選好

率Aの変化が定常状態における経済成長率，人的資本成長率と枯渇性資源使用の成長率に及ぽす影響

を検討するo

まず，規模に関して収穫一定性という仮定の下では， yの上昇により，各変数の成長率の変化は以下

のように求められる。

与ニ－ c,8(1十~ €11δ）B く 0
or Lr 

金ι＝－ε［β十εr＋βAδ（1－ε）］Bく0
or “ 

。＇gR一一εβ（1十M)(l－ε）B
or - L12 

ただし， Ll＝ε（,8+r）である。また，ω式の符号決定には，伽）式を，ω式の符号決定にはω式を用い

）
 

aJ
、u
A
リ，白（
 

A
制
M
マ

n，白
，，
S
E

‘、

。5)

。＇gR （「＼
た。（25）の符号はεに依存し， ε＞1（εく1）であるならば， >O卜色くo）となる。。γ ，ar ; 
yの増加は生産に利用される枯渇性資源のシェアが上昇するという状況である。生産における枯渇

性資源の重要性の上昇は，人的資本の相対的評価が低下することを意味しており，社会的計画者にとっ

て，時間を教育活動に振り分けるより生産活動に投資するほうが望まれることになるため，人的資本

の成長率が低下する。また，他の条件が一定の下で， ε＞1の場合に，経済主体にとって，消費を平準

化させようとする動機が強くなることを意味しているため，当然の結果として，枯渇性資源の使用量

は増加する。したがって，この場合，経済成長率も低下する。逆に，効用の限界弾力性が1より小さ

い場合に，消費の平準化よりもむしろ将来への消費の先延ばしが好まれることになり，生産の枯渇性

資源への依存度が上昇するにもかかわらず，経済成長経路に即して，枯渇性資源を節約していく。し

かしながら，枯渇性資源の節約は人的資本成長率の低下を相殺することできず，経済成長率を減少さ

せる。

次に，人的資本部門における効率性ノfラメータBの増加は各成長率への効果を考察する。（17),(18), 

側式をBで微分して整理すると，

。g －εβ（1 +11δ－εM) 
>O oB 

。。
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金色ニ ε［β＋εy十以δ（1－ε）］ >O 
oB 
OgRー εβ（1+11δ）（1－ε） 
oB il 

が得られる。 Bの上昇は教育活動へ投資される時間をより効率的に人的資本の蓄積のために活用でき

るような状況となるということを意味する。それゆえに，人的資本の成長率が向上する。非常に直感

的であるが， εく1のとき，人的資本部門におけるプラスの生産性ショックは汚染に与える効果の影響

が上昇し，当然，枯渇性資源の使用を控えるようになる。その後，長期において，枯渇性資源のフロー

が生産性ショックなしの経路より一段と減少するもとで，経済成長率は上昇することになる。 ε＞lの

ケースにおいて，家計が現在消費を上昇させるために，枯渇性資源の使用量を増加する。長期におい

て，人的資本成長率の増加は枯渇性資源使用の減少を上回り，経済成長率は上昇する。さらに，枯渇

性資源による汚染排出も一層減少する。したがって，この場合において，人的資本の効率性の上昇が

win win状況を生み出す：最初の高い汚染水準に関わらず，人的資本効率性の向上は経済成長率を増
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加させるのみではなく，環境質も改善する。

続いて，限界効用の弾力性εが大きくなると，各成長率がどのように変化するかを検討する。（17),(18), 

(19）式を εについて微分して，その結果は

E立＝(,8+ r)[ -M,BB－（β（1 +M-cl1δ）B-(,8+ r）ρ）］く0
8ε i]2 

白色ニ（β＋γ）［－β（1十M)B＋（β＋r）ρ）］く0
8ε i]2 

(29) 
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となる。（湖，（30),(3U式の符号の決定にはいずれも伽）式を用いた。限界効用の弾力性とは，利子率に対

して投資率がどのぐらい反応するかを示す指標である。εの上昇は，限界効用弾力性の低下を意味して

おり，家計は投資リターンへの期待が減少し，現在消費を増加させる。このことは，教育活動への時

間配分を減らし，枯渇性資源フローを使おうとするということを意味する。したがって，人的資本成

長率は低下し，枯渇性資源使用の成長率は増加する。なお，（17）式で示されたように，経済成長率gは

枯渇性資源フローの成長率gRと，人的資本成長率ghに線形関係にあるため，持続的経済成長経路に

そって，異時点聞の代替の弾力性の上昇によって，経済成長率も減少する。

最後に，環境に対する選好率の高まりと長期成長率の関係を分析する。 Solow(2000）により，選好

パラメータが内生的成長経路における長期的な成長率に大きな影響を及ぽす。そこで，Aの変化が長期

的な最適成長率にどのような影響を及ぽすか，以下で検討する。

(17), (18), (19）式をAで微分して整理すると，

2ι＿ _Q立ι＿_d_g__g_＿βδ（1－ε）B 
a11 a11 a11 il 

となることから，環境選好率Aが同じ方向で各成長率に影響を及ぼす。 A値が大きいほど，代表的家計

）
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がよりきれいな環境に関心を持つということとなる。ここで，二つのケースに分けて，検討する。ま

ず， ;1=0のとき，社会的計画者が2種類の手段を通して，効用を最大化しようとする：第1に，より
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多い時間を教育活動に振り向け，将来消費を増加させる；第2に，枯渇性資源の減少に歯止めをかけ

るo ,1>0の場合， ,1=0の場合よりも，資源の採掘・使用により生じる汚染の効用へのマイナスの効果

は，資源採掘を減少するという手段の効率性を低下させる。同時に，環境保全活動のプラスの効果に

より，第1の手段はより効率的になる。さらに，汚染が必ず減少していくため（汚染の成長率gp=o(gR

-g）く0)',1の上昇による汚染の短期経済に及ぼす影響は長期へのそれより大きい。したがって，社会

計画者が短期と長期のトレード・オフを調整せざるを得ない。したがって，前述の第1の手段はより

効率的であり，より多くの時間を教育活動に配分する。しかしながら，短期における資源採掘を減少

する手段の弊害が長期のそれより強いならば，より多くの時間を労働活動に割り振る。このトレード・

オフの大小関係がεに依存する。もし，時間視野にわたる効用の配分が重要ではないならば，社会的計

画者が教育時間と経済成長率を増加させる。しかしながら，もし， ε＞1ならば，時問視野にわたる効

用の配分が重要となり，社会計画者が人的資本と最終財の成長率を低下させ，短期における消費を増

加する6）。

3.3 政策的含意

ここでは持続的成長の観点、から， 3.2節の分析結果を要約し，資源代替，環境政策と経済成長に関す

る議論における重要なインプリケーションを提示する。

経済主体に対して，生産に用いられる枯渇性資源のシェアの下落は教育活動への時間を増加させる。

それは人的資本の蓄積を促進し，経済の持続的成長率を上昇させる。

枯渇性資源のシェアの増加に伴い経済成長率が減少するということは生産に用いられる枯渇性資源

のシェアを減少する方がより効率的に生産活動を行なえるようになることを意味する。したがって，

経済成長経路に即して，最終的に資源の完全枯渇を避けるために，逓増的に枯渇性資源を節約せざる

をえない。すなわち，枯渇性資源に依存する経済からの脱却を目指し，資本ストックや人的資本への

資源の代替を進めるべきである。なお，（26）式から分かるように，人的資本の蓄積効率が高いほど長期

の経済成長率は高い。これは，学校教育制度など経済主体が教育投資活動を行なうための制度的前提

や環境の整備・充実が，経済の長期的な経済成長のパフォーマンスを規定する上で重要であることを

意味している。しかしながら，少なくとも経済発展の初期から中期段階において，枯渇性資源への大

幅の依頼は不可避と予想される。枯渇性資源などの自然資本から所得の多くを得ている開発途上国で

は，速やかな経済成長が求められる。もし政府が不適切な政策を採用し，経済成長が足踏みを続ける

ならば，人々を貧困に留めるばかりか，環境に対する負荷もより深刻なものとなるだろう。技術水準

が低い，資金不足の途上国に持続的成長を実現させるために，開発途上国の自身の努力のほかに，先

進国および国際機関などの技術移転や資金援助などが必要不可欠である。その際に，最も重要なこと

は，途上国の政策決定者に対する環境教育を推進して，教育投資活動を重視した，クリーンな資源へ

移行できるような環境を形成することであろう。

6）ここでの分析がSchou(2002）を参考している。
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市場経済

市場経済における代表的な家計にとっては，環境を保全することから得られる利益は経済全体の得

る利益のわずかの割合を占めるにすぎない。したがって，個々の家計が環境保全活動をしようとする

インセンティブは社会的に必要な水準に比べてきわめて少なくなる。さらに，（1）式の定式化で示され

たように，環境保全活動の排除不可能性により，ある家計にとって，当該家計が環境保全活動を行な

わないとしても，他の家計による環境保全投資の汚染減少の利益を享受できるため，資源配分を考慮

する際に，最終財の一部を環境保全支出に投資するより，資本ストックの蓄積に振り分けるという経

済活動をとるほうが有利である。したがって，環境保全のインパクトを無視して最適化行動をとるも

のとする。さらに，汚染の生態学的方程式は次式で与えられる。

P=R8 

4 

。3)
市場経済において，家計にとって環境保全活動は行われないものとする。したがって，汚染が枯渇

性資源使用量の増加に伴い上昇することになる。そして，定常状態において，代表的な家計は（2),(3), 

(4), (5）とω式の制約のもとで，無限時問視野での効用を最大化しようとする。 3節での最適化の手続
きが適用するから，経常価値ハミルトニアン関数を次のように設定する。

一（cp-A)l-e -1 
d/-- 1－ε ＋ら（Y-C）ーらR＋らB(l-u)h A

山
H

q
d
d
 

’’’E
‘、

si, s2, s3はそれぞれこのケースにおける資本ストック，枯渇性資源と人的資本のシャドー・プライス

である。そこで，（2）式と（33）式をω式に代入して，次の一階条件を得る。
(35) 

(36) 

(37) 

(38) 

(39) 

ad/-一一＝0二今 c-e(R)-A8(1-e）二色。c
ad/- -11δciーε（R)-A8(1-e)
~＝O 二今 R +s1r7[=s'2 

す＝O吋子＝ふBh
ad/- ・ ti Y 
-al(= s1一ρ弘司王＝ρ－σ玄
ad/- ・ t2 

ー ニ s2一ρs2二今う乙二
oS t2 

臼的－~」じ－ρs:F?よ主一ρ－/3__t_y__ B(l -u) 
oh S3 - s3h 

この最適化問題に付随する横断性条件は社会的計画者による経済の場合と同様である。さらに，（35）～仰

を用いて，市場経済における定常状態での経済成長率，人的資本成長率と枯渇性資源使用の成長率§，

§h，ゐはそれぞれω，仰）， ω式で表わされる。

ω 

ω 

β（1 +11δ－EM)B－（β十γ）p
(/3+ y）（ε＋11δ－εAδ） 

［β＋εy十γAδ（1－ε）］B－（β＋γ）ρ
(/3十y）（ε＋11δ－εM)

g 

gh 
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｛－ β（1－ε）B－（β十γ）ρ
gR－（β＋r）（ε＋ilδ－ eilo) (43) 

なお，以下のパラメータ制約のもとで，求められる解が内点解であるということが保証される。

0く（/3十θ）［（/3＋εr+(/3+r)M(I －ε）］B－β（β＋γ）ρく（/3＋θ）（/3+r）（ε＋ilo-eilδ）B (44) 

(1－ε）Bく（/3+r）ρはこのω式の二番目の不等号を満足させる条件であり，ゐくOを明示させるoな
お，経済成長率がプラスとなるための条件は社会的計画者におけるその条件とまったく同じである九

4.1 最適経路と市場均衡の比較

この節では，上述の分析結果に基づいて，最適経路解と市場均衡解を比較し，市場経済における環

境保全活動の外部性の影響を考察する。

命題1 環境保全活動の外部性が認識されていない市場経済において，社会的最適状態と比較して，

ε＞I（εく1）の場合に，経済成長率はより低い（高い），枯渇性資源使用はより多い（少ない）というこ

ととなる。

証明：仰と（4U,(1的と仰）を比較して，命題1が明らかとなる。命題1の内容は図1と図2にまとめられ

ている。

さらに，汚染フローの水準を検討しよう。最適経路における汚染フローの成長率を gpとすると，（1)

式により， gp＝δ（g-gR）となる0 (33）式から，市場経済における定常状態での汚染フロー成長率は {jp=

OgRである。初期汚染フロー水準が与えられるとしたら，市場均衡における汚染フロー水準が社会的計

経済成長率 資源採掘率

ρ g ρ 

gR 

g 

1 E 
E 

1 

図1：限界効用の弾力性と経済成長率 図2：限界効用の弾力性と資源採掘率

7）仮定1により，ω式の分母は正であり，分子は（17）式と同様で、あるため，（2U式のパラメータの制約のもとで，市場経済
成長率がプラスとなる。
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画者による経済でのそれより高いことが明らかである。したがって， ε＞1の場合に，市場経済に比べ

て，社会的計画者の経済において，環境保全と経済成長の両立を実現したのである。環境保全投資の

増加は，家計の消費シェアを低下させる。このとき，他の条件が一定の下で，家計は効用最大化条件

を維持するために，生産活動に振り分ける時間を減らして教育投資を増加させる。すでに 3節の最初

で述べたように，人的資本モデルにおいては教育投資の増加が成長の原動力であるため，結果として

環境政策の強化は経済成長を加速する。

4.2 環境政策

最適成長を達成するためには，政府はどのような対策をとるべきであろうか。もっとも望ましい対

策は汚染の機能を正しく評価することである。この節では，市場経済における歪みを是正するような

環境政策について考察する。

政府は1単位の枯渇性資源使用に対して， τの税率を課し，その中の rR-1を環境保全の資金とし

て使用し，残った 1単位は家計に戻すことにしよう。このとき，汚染の排出過程を表わす関数を次の

ように定式化し直される。

P＝（会r＝（士r 臼日

このケースにおいて，経常価値ハミルトニアンは次のようになる。

一（cp－λ）l-c_1 
c;}/- 1－ε +v1( Y-C-rR)-v2R十ぬB(l-u)h 陥）

ただし，仇， V2,V3はそれぞれこのケースにおける資本ストック，枯渇性資源と人的資本のシャドー・

プライスである。

(2）式と（品）式を（羽）に代入し，最大化のための条件として，次の式が成立する。
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-aK=v1一ρV1二亨v;＝ρ－α玄
ocJf .、 ih-asー＝v2一ρV2司五二ρ

ocJf .一一一一一＝ぬ一ρぬっと主＝ρ－/3_!!1_!:__ B(l -u) 
oh V3 3 

横断性条件は社会的計画者問題のときと同様である。各家計は政府が1単位枯渇性資源の使用に rの

税率を徴収し， rR-1だけを環境保全活動に用いられることを考慮、に入れながら自らの行動を決定す

る。明らかに， 1十D=rRであるため，最適経済成長率を達成するために，任意の時点において，税率
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の増加率は次式で設定される九
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一（β十e)B
gr=g-gR- /3十y (54) 

したがって，定常状態において，税率が r＝日egrt ( roはお時点、における税率である）で書かれる。

環境保全投資の外部性が無視されている市場経済において，環境政策の実施によって完全に内部化さ

れて，最適経路の達成は可能となる。しかしながら，驚くことに， Grimaudand Rouge (2005）にお

ける税率がゼロに近づいて行くという結論と異なり，本モデルでは，成長経路に即して，税率の成長

率grが正であるため，税率は増加していく。このような帰結の要因はいったいどこにあるのだろう。

直感的には次のように解釈される。まず，本論文での枯渇性資源使用に対する課税は，枯渇性資源が

もたらす社会的限界価値と私的限界価値のギャップを埋める資源税ではなく，環境保全活動に投資す

るため利用される税である。したがって，環境保全活動投資は枯渇性資源使用の成長率が低下してい

くにもかかわらず，経済成長とともに，増加していく。次に， ω式により，消費・(1十環境保全支出）
の比率一定であり，すなわち，この経済において，最終財を普通の消費財，と環境というアメニティー

としての両方に一定の比率で配分しなければならない。

5 おわりに

本文では， Uzawa(1965）とLucas(1988）で展開されている人的資本を含む内生的成長モデ、ルに，

枯渇性資源とフローの汚染を導入することによって，枯渇性資源，環境保全投資，経済成長の相互関

係を分析した。本論文で得られた帰結は次のとおりである：

(1) 正の持続的成長の達成のためには，枯渇性資源使用の節約が必要不可欠である。

(2) 環境保全投資の外部効果が認識されないケースにおいては，市場経済と社会的計画者問題の成長

率の大小関係が一概に言えないが，限界効用の弾力性εが1より大きい場合，社会的計画者の経済

成長率が市場経済の成長率を上回ることが明らかにされた。これは，地球的規模で取り組まれてい

る環境保全投資活動が重要であることを示唆している。

(3) 環境保全投資活動を行なうための環境政策として，枯渇性資源使用に対する税率の増加率が正と

なるという結論が導かれた。

最後に，本論文に関する今後の研究課題をあげて，本論文を結びたい。汚染削減活動のための環境

保全投資を増やすと，経済全体の資源配分を変化させる。一般的にこの変化は，経済成長を加速する

ような投資活動への支出を削減し，経済成長にマイナスの方向に働くと考えられている。しかしなが

ら現実の状況では，それほど単純ではない。環境保全投資の持つ外部性がいかに生産性の向上を促

すのか，さらに市場均衡成長経路における環境政策の効果に関して，一層の議論が必要であろう。ま

た，枯渇性資源使用とそれに付随して発生する汚染物の関係について，より一般性を持つ定式化の下

で検討する必要もあろう。

8）ここでは，（1日式により得られる g=gl+Dという結果を利用する。
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6 補論：社会計画者の経済における各成長率の導出

持続経済成長経路の定義とω式より，持続的経済成長経路に沿って， Y,K, C, I+Dは必ず同様
な率で成長する。さらに， lb_をgμ；で示すことにする。なお， hが一定の率で成長するならば，（4）式

μi 

により， uは必ず一定である。よって，（8）式， ω式を tに関して微分すると，それぞれ次式を得る。
一εg－えδ（1－ε）gR十Aδ（1－ε）g=gμI (55) 

gμ1+gニ gμ3+gh (56) 

(8）式を（10）に代入し，両方を tに関して微分すると，

gμ1-gR + g=gμz (57) 

が得られる。ω式と（4）式をω式に代入して，次式を得るo
gμ3＝ρ－B (58) 

方程式系（13),(15), (55), (56), (57), (58）から， gμi, gμz, gμ3を消去して，経済成長率，人的資本成長率お

よび枯渇性資源使用の成長率はそれぞれ（17),(18), (19）で示される。
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